
　
昨
年
10
月
ま
で
防
衛
副
大
臣
兼
内
閣
府

副
大
臣
を
、
そ
し
て
現
在
、
衆
議
院
安
全

保
障
委
員
長
に
就
任
さ
れ
て
い
る
左
藤
章

さ
ん
に
お
話
を
伺
い
ま
し
た
。

　

お
陰
様
で
昨
年
10
月
に
防
衛
副
大
臣
兼
内

閣
府
副
大
臣
を
無
事
退
任
致
し
ま
し
た
。
任

期
中
、
私
の
担
当
で
も
あ
っ
た「
平
和
安
全

法
制
」が
成
立
し
、
今
年
3
月
29
日
施
行
し

ま
し
た
。「
平
和
安
全
法
制
法
」は
国
民
の
命

と
平
和
な
暮
ら
し
を
守
る
た
め
の
大
切
な
法

律
で
す
。
憲
法
と
専
守
防
衛
の
範
囲
内
で
、

「
ス
キ
の
な
い
構
え
」で
抑
止
力
を
さ
ら
に
高

め
て
戦
争
を
未
然
に
防
ぐ
こ
と
を
目
的
と
し

た
法
律
で
す
。
日
本
が
攻
撃
を
受
け
る
リ
ス

ク
を
大
幅
に
低
下
さ
せ
る
た
め
で
す
。
そ
し

て
、
諸
外
国
か
ら
信
頼
で
き
る
メ
ン
バ
ー
と

し
て
国
際
貢
献
を
よ
り
積
極
的
に
行
う
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　

そ
し
て
今
年
1
月
4
日
に
召
集
さ
れ
た
第

1
9
0
回
通
常
国
会
に
お
き
ま
し
て
、
衆
議

院
安
全
保
障
委
員
長
に
就
任
い
た
し
ま
し

た
。
委
員
長
と
し
て
、
各
理
事
・
委
員
の
ご

協
力
を
得
な
が
ら
公
平
な
委
員
会
運
営
に
務

め
、
わ
が
国
の
安
心
安
全
の
た
め
、
力
を
尽

く
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

わ
が
国
を
取
り
巻
く
安
全
保
障
環
境
は
、

北
朝
鮮
の
核
実
験
に
続
く
ミ
サ
イ
ル
発
射
、

中
国
に
よ
る
南
シ
ナ
海（
西
沙
諸
島
）へ
の
滑

走
路
建
設
な
ど
一
連
の
軍
事
拠
点
化
の
動
き

に
よ
り
一
層
厳
し
さ
を
増
し
て
お
り
ま
す
。

米
国
、
豪
州
、
A
S
E
A
N
諸
国
、
韓
国
な

ど
と
情
報
の
共
有
、
連
携
を
深
め
極
東
の
安

全
保
障
の
た
め
、
力
を
注
い
で
参
り
ま
す
。

　

現
在
、
工
事
中
の
Ｊ
Ｒ
加
美
駅
の
エ
レ
ベ

ー
タ
ー
設
置
に
続
い
て
、
永
年
の
念
願
で
ご

ざ
い
ま
し
た
Ｊ
Ｒ
西
日
本
関
西
本
線　

東
部

市
場
前
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
が
決
ま
り
ま

し
た
。
地
元
の
皆
さ
ま
方
か
ら
強
い
ご
要
望

が
あ
り
、
国
、Ｊ
Ｒ
西
日
本
、
大
阪
市
と
も

協
議
を
重
ね
て
参
り
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

平
成
27
年
度
補
正
予
算
対
象
事
業
と
し
て
予

算
を
付
け
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
平
成
28

年
度
に
実
施
設
計
、
平
成
29
年
度
に
工
事
着

工
の
予
定
で
す
。
計
画
で
は
駅
の
東
側
、
今

里
筋
に
面
し
た
所
に
新
改
札
、
エ
レ
ベ
ー
タ

ー
２
基
、
多
機
能
ト
イ
レ
な
ど
を
設
置
す
る

予
定
で
す
。

　

今
後
と
も
地
元
の
皆
さ
ま
方
の
ご
意
見

を
伺
い
な
が
ら
よ
り
利
便
性
に
優
れ
た
親
し

ま
れ
る
駅
に
す
る
た
め
努
力
し
て
ま
い
り
ま

す
。

昭和26年福井県生まれ。 49年福井大学工学部卒、 セーレン㈱入社。 衆議院議員 左藤 恵 政策担当秘書、
郵政・法務各大臣秘書官。 平成12年衆議院議員初当選、 15年2期目当選、 24年3期目当選。
現在、 26年の総選挙にて大阪2区【阿倍野区・東住吉区・平野区】で4期目当選し、 衆議院議員として活動中。
（学）大谷学園、（学）清風明育社各評議員。 （学）光華女子学園、（学）大阪聖徳学園、（学）藤田学園、（学）木村学園、
（社福）聖徳園各理事。 大阪阿倍野ライオンズクラブ会員、（社）大阪ＪＣ特別会員。

衆
議
院
安
全
保
障
委
員
長 

就
任

東
部
市
場
前
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
決
定
！

衆議院安全保障委員長

さん

▲現在の東部市場前駅の改札

▲衆議院 委員長就任式

●エレベーター2基
●多機能トイレ
●新改札口
 　　 が、設置されます！

東部市場前駅に
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日
本
企
業
の
経
常
利
益
は
平
成
24
年
度
か
ら

の
2
年
間
で
約
16
兆
円
増
え
、
内
部
留
保
も
約

50
兆
円
増
加
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
設
備
投

資
の
伸
び
は
約
5
兆
円
ど
ま
り
と
な
っ
て
お
り
、

日
本
経
済
の「
好
循
環
」を
実
現
す
る
た
め
に
は
、

企
業
収
益
を
さ
ら
に
高
め
、
積
極
的
な
国
内
投

資
や
賃
金
引
上
げ
に
、
よ
り
一
層
、
取
り
組
む

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

自
民
党
は
、「
経
済
の
好
循
環
を
確
実
な
も
の

に
す
る
」「
少
子
高
齢
化
に
歯
止
め
を
か
け
る
た

め
子
育
て
に
や
さ
し
い
社
会
を
創
る
」「
地
方
の

人
口
減
対
策
と
し
て
、
安
定
的
な
地
方
税
体
系

の
構
築
を
進
め
る
」な
ど
を
基
本
的
な
考
え
と
位

置
付
け
、「
一
億
総
活
躍
社
会
の
実
現
」に
向
け

た
平
成
28
年
度
税
制
改
正
大
綱
を
取
り
ま
と
め

ま
し
た
。

●
法
人
実
効
税
率
20
%
台
を
実
現

　

公
約
に
掲
げ
た
法
人
実
効
税
率「
20
％
台
」を
実

現
し
、
企
業
の
設
備
投
資
や
賃
上
げ
を
促
進
さ
せ
、

生
産
活
動
や
消
費
を
活
発
に
し
、
経
済
の
好
循
環

を
図
り
ま
す
。
財
源
は
、
中
小
企
業
に
配
慮
し
た

課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
な
ど
に
よ
り
確
保
。
ま
た
、

税
制
改
正
大
綱
に「
経
済
界
に
は
、
経
済
の
好
循
環

の
定
着
に
向
け
、
一
層
貢
献
す
る
よ
う
強
く
求
め

る
」と
明
記
し
ま
し
た
。

●
中
小
企
業
向
け
異
例
の
固
定
資
産
税
減
税
を
実
現

　

法
人
実
効
税
率
の
引
下
げ
と
と
も
に
、
資
本
金

1
億
円
以
下
の
中
小
企
業
向
け
に
、
新
た
な
設
備

投
資
へ
の
固
定
資
産
税
を
3
年
間
半
減
し
、
地
域
の

中
小
企
業
経
営
を
強
力
に
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
ま
す
。

●
軽
減
税
率
の
導
入
で
低
所
得
者
に
配
慮

　

低
所
得
者
の
方
々
に
配
慮
す
る
観
点
か
ら
軽
減

税
率
を
導
入
し
、
消
費
税
率
10
%
へ
の
引
き
上
げ

時
の
負
担
感
を
緩
和
し
ま
す
。
財
源
に
つ
い
て
は
、

財
政
健
全
化
目
標
を
堅
持
し
つ
つ
、
安
定
的
な
恒

久
財
源
を
確
保
し
ま
す
。

　

導
入
時
に
ス
ー
パ
ー
な
ど
で
混
乱
が
生
じ
な
い

よ
う
レ
ジ
買
替
や
受
発
注
シ
ス
テ
ム
の
改
修
な
ど

で
事
業
者
を
支
援
し
ま
す
。

●
農
業
の
競
争
力
強
化（
T
P
P
対
策
）

　

遊
休
農
地
へ
の
課
税
を
強
化
す
る
一
方
、
農
地

バ
ン
ク
に
貸
し
出
し
た
農
地
の
固
定
資
産
税
を
減

税
す
る
こ
と
で
、
農
地
の
大
規
模
化
を
後
押
し
し

ま
す
。
国
内
農
業
の
競
争
力
を
強
化
し
て
環
太
平

洋
経
済
連
携
協
定（
T
P
P
）発
効
に
備
え
ま
す
。

●
企
業
版「
ふ
る
さ
と
納
税
」で
地
方
創
生
を
推
進

　

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
の
創
設
に
よ
り
、「
地
方

創
生
」を
後
押
し
し
ま
す
。
ま
た
、
地
方
法
人
課
税

の
偏
在
是
正
や
、
地
方
を
訪
れ
る
外
国
人
旅
行
者

向
け
の
消
費
税
免
税
制
度
を
拡
充
し
ま
す
。

●
自
動
車
取
得
税
の
廃
止
と
新
エ
コ
カ
ー
税
制

　

自
動
車
取
得
税
を
廃
止
す
る
一
方
、
燃
費
の
良

い
車
ほ
ど
税
負
担
が
軽
い「
環
境
性
能
割
」を
導
入

し
、
エ
コ
カ
ー
の
購
入
・
普
及
を
促
進
し
ま
す
。

▲地域の子供達も大勢参加してくれました ▲地活協会長の森尾さんと共に植樹

▲ノルウェー国会議長御一行との意見交換会
（H28年3月）

▲日本の安全保障について講演
大阪船場ロータリークラブにて（H28年4月）

▲入園式にて皆さまにご挨拶（H28年4月） ▲衆議院本会議にて安全保障委員長報告
（H28年1月）

▲自民党展示会産業議員連盟にて
安倍総理に申入れ（H27年12月）

▲第190回通常国会開会に際し
着物姿で記念撮影（H28年1月）

▲防衛副大臣として宮古島・石垣島出張
（H27年5月）

▲油井亀美也JAXA宇宙飛行士と（H28年2月）

▲子供達からサインをもとめられる
左藤副大臣（H27年8月）

▲防衛副大臣 兼 内閣府副大臣を
再度拝命（H26年12月）

▲海自遠洋練習航海出国行事にて
防衛副大臣として挨拶（H27年5月）

長
池
公
園
に
て

　
　
桜
の
植
樹
式

日
本
経
済
を
底
上
げ
し
、「
一億
総
活
躍
社
会
」の
実
現
へ

　
か
つ
て
長
池
公
園
や
長
池
小
学
校
の
ま

わ
り
に
は
多
く
の
桜
の
樹
が
植
え
ら
れ
て

い
ま
し
た
が
、
経
年
に
よ
る
腐
食
な
ど
で

次
々
と
抜
根
さ
れ
て
し
ま
い
ま
し
た
。
こ

れ
ら
の
樹
々
を
復
活
さ
せ
る
べ
く
、
長
池

地
活
協
の
皆
さ
ま
と
共
に
左
藤
章
さ
ん
は

3
年
に
わ
た
り
植
樹
・
育
成
計
画
を
取
り

ま
と
め
、
桜
の
苗
木
誘
致
活
動
に
取
り
組

ん
で
こ
ら
れ
ま
し
た
。
そ
し
て
、
申
請
な

ど
の
お
手
伝
い
も
担
い
、
厳
正
な
審
査
を

経
て
長
池
公
園
一
帯
が
サ
ト
桜
の
配
布
認

定
地
に
選
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
3
月
27
日（
日
）の
記
念
植
樹
式
で
は
長

池
地
域
活
動
協
議
会
の
森
尾
隆
一
会
長
の

ご
挨
拶
、
同
会
の
桂
幸
一
郎
緑
花
部
会
長

の
植
樹
方
法
の
説
明
の
あ
と
、
左
藤
章
さ

ん
も
森
尾
会
長
と
一
緒
に
第
一
号
の
苗
木

植
樹
を
行
い
ま
し
た
。

　
植
樹
式
の
あ
と
、
地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

の
皆
さ
ま
約
1
3
0
名
の
参
加
を
得
て
長

池
公
園
一
帯
に
サ
ト
桜
の
苗
木
50
本
が
植

え
ら
れ
ま
し
た
。
長
池
小
学
校
の
校
歌
に

「
　
さ
く
ら
さ
く  

池
の
ほ
と
り
に 

そ
び
え

立
つ 

わ
れ
ら
の
校
舎
〜
」と
あ
る
よ
う
に
、

数
年
後
に
は
き
れ
い
な
桜
の
花
が
咲
い
て

く
れ
る
こ
と
で
し
ょ
う
。

熊本地震被災者支援募金受付中
熊本地震被災者支援募金口座

金融機関：りそな銀行 衆議院支店  口座番号：（普）0072699
口 座 名：自由民主党熊本地震被災者支援募金
受付期間：平成28年4月18日（月）～6月30日（木）

平成28年度 税制改正大綱  主なポイント
企
　
業

消
費
税
農
　
業
子
育
て・暮
ら
し

地
方
創
生

自
動
車

法人実効税率の引き下げ
32.11%（H27年度）→29.97%（H28年度）
中小企業の新規設備投資（160万円以上等）への固定資産
税を50％減（3年間）
軽減税率の導入
対象：飲食料品（酒類、外食除く）、新聞（定期購読）
特例計算（H29年4月）、インボイス制度（H33年4月）を導入
農地バンクを通じて10年以上貸し出す場合、農地の固
定資産税を3年間50%減税（15年以上貸し出す場合5年間）
遊休農地の固定資産税を約1.8倍引上げ
不妊治療や産後健診の費用を贈与税の優遇措置の対
象に追加
3世代同居に対応したリフォーム工事費の一部を所得
税から控除
市販薬（スイッチOTC薬）購入額が12,000円を超えた場合
の所得税を軽減
企業版ふるさと納税の創設
地方を訪れる外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充
相続した空家を解体した後の土地や耐震改修後の空
家を売却した場合、譲渡所得から最大3,000万円を差
し引く
通勤手当の非課税枠を月額10万円から15万円に拡大
自動車取得税の廃止。環境性能に応じた環境性能課税
を導入（H29年4月）
「グリーン化特例」の見直し。H27年度燃費基準を20%
以上上回った場合、減税。軽自動車は単純延長

【その他】
・復興特区の税制の適用期限を5年間延長
・NISAの手続きがマイナンバーで簡素化
・領収書等をスマホやデジタルカメラ撮影で廃棄可能に  他

左
藤
章
さ
ん
の

動
報
告
活
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